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特定施設事業者連絡協議会の概要施設 議 要

特定施設事業者連絡協議会は、

特定施設事業者の連携により、行政当局等との連絡調整を行うとともに、

調査研究、研修、交流活動等を行い、特定施設事業の発展に努める事業者団体。

■目的
指定特定施設入居者生活介護事業者が相互に連携し 行政当局その他関係機関との連絡調指定特定施設入居者生活介護事業者が相互に連携し、行政当局その他関係機関との連絡調
整を行うとともに、入居者に提供する特定施設入居者生活介護サービスの質的向上及び特
定施設入居者生活介護事業の運営適正化のための調査研究および研修を行い、もって介護
保険制度の下での特定施設事業の健全な発展に寄与することを目的とする。

■会員数
正会員 2８４法人
賛助会員(特定施設事業者以外)

2６法人
2,000

2,500

施設数

会員数 非会員数

19%

2６法人

■会員施設数
正会員 ８７９施設 1,000

1,500

2,000

全特定施設事業者
（１，５２１法人）

有料老人ホーム 845施設
ケアハウス 32施設
高専賃 ２施設
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※養護老人ホームは含まず。
※平成20年６月３０日現在
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特定施設入居者生活介護とは施設 護

特定施設入居者生活介護とは、
有料老人ホーム、ケアハウス等に入居している要介護者に対して、ケアプランに基づき、
心身の状況に応じた介護 機能訓練および療養上のお世話を包括的に行うサービス心身の状況に応じた介護、機能訓練および療養上のお世話を包括的に行うサービス。

（１）「特定施設入居者生活介護」
特定施設に入居している要介護者について、当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者等を定め

た計画に基づき行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話

（２）「特定施設」
①有料老人ホーム
②養護老人ホーム
③軽費老人ホーム（ケアハウス）
④適合高齢者専用賃貸住宅④適合高齢者専用賃貸住宅

（高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく高齢者専用賃貸住宅のうち、厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして
都道府県知事に届け出られているもの）

介護保険給付には家賃、食費は含まれず、相対契約において別途費用を徴収する。

また 最低基準を超える人員体制によるサ ビス提供について 介護保険外の費用また、最低基準を超える人員体制によるサービス提供について、介護保険外の費用
（上乗せ介護費用）の徴収が認められている。

一時金方式 月払い方式

【費用負担の例】

時金方式 月払い方式

一時金 利用者負担（家賃相当額等に充当） －

家賃相当額 － 利用者負担

管理費・食費・光熱水費 利用者負担 利用者負担

介護保険給付費 介護保険９割 利用者１割負担 介護保険９割 利用者１割負担
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介護保険給付費 介護保険９割・利用者１割負担 介護保険９割・利用者１割負担

上乗せ介護費用（一部施設） 利用者負担 利用者負担
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特定施設入居者生活介護の現状施設 護 現

特定施設の事業者数は全国で１，５２７社。事業所数は、２，６２６ヶ所。（平成２０年７月末）

特定施設全体事業者数 1,527 特定施設全体施設数 2,626

種別

有料老人ホーム 1,200 78.6%

ケアハウス 314 20.6%

高専賃 13 0.9%

種別

有料老人ホーム 2,267 86.3%

ケアハウス 342 13.0%

高専賃 17 0.6% 養護老人ホームを除く。

ＷＡＭ-ＮＥＴによる
特定協調べ

特定施設入居者生活介護（介護予防含む）のサービス受給者は、１１．３万人 介護給付費実態調査月報 （平成20年4月審査分）

総 数 居宅サービス

居宅介護
支援

地域
密着型

ビ

施設サービス

訪問通所 短期入所
居宅療養

特定施設
入居者

介護老人 介護老人 介護療養型

特定施設の定員数は、平均７３名。入居率は、平均８６．１％（平成１９年９月末）

支援
サービス訪問通所 短期入所

管理指導
入居者

生活介護
福祉施設 保健施設 医療施設

3690.6 2714.9 2501.5 298.1 249.1 112.5 2522.1 206.8 838.6 418.8 314.8 108.7

いずれも特定協独自調査による有料老人ホームの状況

平均定員数 平均入居率

平成１７年３月末日 ８４．３名 ７９．５％

平成１９年９月末日 ７３．１名 ８６．１％

指定特定施設の有料老人ホームの入居者の半数以上は、要介護２以上（平成１９年９月末）

自立 要支援１ 要支援２
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 申請中等 全 体

割合
19 4 5 7 7 2 0 2 16 8 14 1 14 6 13 0 8 6 0 5 100 0
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（％）
19.4 5.7 7.2 0.2 16.8 14.1 14.6 13.0 8.6 0.5 100.0

特定協独自調査による有料老人ホームの状況 平成１９年９月末日
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特定施設入居者生活介護のサービスレベル施設 護

特定施設入居者生活介護の介護サービスの提供体制は、介護老人福祉施設と比較して同程度。

業務
特定施設入居者生活介護 （参考）

業務
特定施設入居者生活介護

（介護付有料老人ホーム等） 介護老人福祉施設（特養） 住宅型有料老人ホーム

人員配置基準

の根拠

指定居宅サービス等の事業の
人員、設備及び運営に関する基
準（平成１１年厚生省令第３７号）

指定介護老人福祉施設の
人員、設備及び運営に関
する基準（平成１１年厚生省

有料老人ホーム設置運
営標準指導指針（厚生労
働省老健局長通知）準（平成１１年厚生省令第３７号） する基準（平成１１年厚生省

令第３９号）

働省老健局長通知）

管理者 １名 １名 １名

医師 健康管理 － 必要数 －

生活相談員 生活等に関する
相談・助言

１００：１ （常勤換算） １００：１ （常勤換算） 必要数

看護職員 療養上の世話 ～30人 １人以上 （常勤換算）

～80人 ２人以上

～30人 １人以上 （常勤

～50人 ２人以上 換算）

必要数

※訪問看護等の活用人 人以

～130人 ３人以上

人 人以 換算）

～130人 ３人以上

訪 護

看護・介護職員 入浴、排せつ、食
事等の介護等

３：１以上 （常勤換算） ３：１以上 （常勤換算） 必要数

※訪問介護等の活用

機能訓練指導員 機能訓練 上 上 必 数機能訓練指導員 機能訓練 １以上 １以上 必要数

※訪問リハ等の活用

計画作成担当者／
介護支援専門員

ケアプラン作成 １００：１を標準 （常勤換算） １００：１を標準
（常勤換算）

※居宅介護支援の活用
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※ 特定施設入居者生活介護・有料老人ホームは、さらに介護保険外に徴収する料金に基づき、
様々なサービスを実施している。
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特定施設入居者生活介護の介護報酬施設 護 護

特定施設入居者生活介護の介護報酬は、介護保険施設や居宅における区分支給限度額と比較して

低額であり、２４時間の介護サービス類型の中では、最も軽装備で効率的なサービスを行っている。

¥373,800

¥401,100¥400,000

¥450,000

１

介護療養型
医療施設

区分支給限度額
居宅介護支援

¥272 700

¥311,200

¥363,500

264 600

¥282,300¥291,600

¥307,500

¥272,100

¥343,500

¥281 200

¥300,000

¥350,000

１
か
月
（
3
0

認知症対応型
共同生活介護

＋居宅介護支援

介護老人保健施設

¥198 800

¥272,700

¥213,300

¥234,000

¥255,300
¥249,300 ¥249,300 ¥254,400

¥259,500

¥264,600
¥270,000

¥200 700

¥222,000

¥243,000

¥264,300

¥244,800
¥259,500

¥275,400

¥239,100

,

¥232,860

¥255,970

¥281,200

¥200,000

¥250,000

0
日
）
当
た
り 介護老人福祉施設

共同生活介護

特定施設は 介護老人福祉施設

¥169,800

¥198,800

¥140,700

¥171,300

¥192,300
¥200,700

¥114,300

¥163,250

¥100 000

¥150,000

り
介
護
報
酬

特定施設
入居者生活介護

介護老人福祉施設

小規模多機能型
居宅介護

特定施設は、介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）と比較して、
医師の配置が不要なほか、介護報酬
におむつ代が含まれていない。¥53,700

¥108,000

¥60,900

¥44,690

¥79,950

¥50,000

¥100,000酬
額
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¥0

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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